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　１か月のサービス費用の利用者負担額が下表の上限額を超えたとき、超えた分が払い戻
されます。対象となる人には、申請の案内をお送りします。

高額介護サービス費の支給制度

利用者負担の上限額（１か月）※同じ世帯に複数の利用者（総合事業利用者を含みます）がいる場合は
　その利用者負担額を合計します。

対象者に
お知らせ
します

　同じ医療保険（後期高齢者医療保険・国民健康保険・被用者保険）の世帯内で、医療費
と介護サービス費の自己負担額を合算して、下表の限度額を超えたとき、超えた分が払い戻
されます。
　対象となる人で、国民健康保険か後期高齢者医療制度に加入し計算期間（８月１日～翌年
７月３１日）に市内に居住している人には、申請の案内をお送りします。

・限度額（年額）

高額医療・高額介護合算制度

現役並み所得者
（上位所得者）

一　　般

住民税非課税世帯

２１２万円

１４１万円

６７万円

５６万円

３１万円

１９万円

後期高齢者医療制度
＋介護保険

（７５歳以上の人）

国民健康保険
＋介護保険

（７０歳～７４歳の人）

２１２万円

１４１万円

３４万円

６７万円

６０万円

国民健康保険
＋介護保険

（７０歳未満の人）

所　得

課
税
所
得

対象者に
お知らせ
します

６９０万円以上 ９０１万円超

２１０万円以下

住民税非課税世帯

１４５万円未満

区分Ⅱ

区分Ⅰ

３８０万円以上
６９０万円未満

６００万円超
９０１万円以下

２１０万円超
６００万円以下

１４５万円以上
３８０万円未満

基礎控除後の
総所得金額等

利用者負担区分 上限額（月額）

９３,０００円

１４０,１００円

４４,4００円

●一般（住民税課税世帯で、上記３区分に該当しない場合） ４４,４００円

●住民税非課税世帯等 ２４,６００円

●課税年金収入額＋その他の合計所得金額が８２.６５万円以下の人
●老齢福祉年金の受給者

●生活保護の受給者
●利用者負担を１５,０００円に減額することで生活保護の受給者とならない場合

１５,０００円
１５,０００円

●課税所得約６９０万円以上

●課税所得約３８０万円以上約６９０万円未満

●課税所得約１４５万円以上約３８０万円未満

住民税課税世帯で、右記に該当
する６５歳以上の人が世帯にい
る場合

世帯

世帯

世帯

世帯

世帯世帯

世帯

１５,０００円個人

個人

8 保険料の決まり方と納め方

＝× 基準額（年額）
７５，６９６円

６５歳以上の人の
負担割合２3％

●第９期（令和６年度～令和８年度）の保険料

第１段 階 基準額×０.２８５ 2１,６００円

基準額×０.４８５ ３６,７００円

基準額×０.６８５ ５１,９００円

基準額×０.８５ ６４,３００円

基準額×１.００ ７５,７００円

基準額×１.１５ ８７,１００円

基準額×１.２０ ９０,８００円

基準額×１.３０ ９８,４００円

基準額×１.５０ １1３,５００円

基準額×１.７０ １2８,７００円

基準額×１.９０ １４３,８００円

保険料段階 年間保険料額（１００円未満四捨五入）保 険 料 段 階 区 分

第２段 階

第３段 階

第４段 階

第５段 階

第６段 階

第７段 階

第８段 階

第９段 階

第１０段階

第１１段階

※「課税年金収入額」とは、老齢基礎年金、厚生年金、共済年金などの公的年金等の収入金額をいいます。
※「合計所得金額」とは、税法上の用語で収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額で、所得控除（扶養控除、医療費控除等）、特別控除、
譲渡損失等の繰越控除前の金額をいいます。ただし、介護保険料の段階判定においては、【合計所得金額－土地建物の譲渡所得特別控除額－公的
年金等に係る雑所得（住民税非課税者のみ）】の金額から判定します。
※令和７年度税制改正の影響により、令和８年度の住民税の合計所得金額とは異なる場合や、住民税が非課税であっても介護保険料の保険料段階の
判定上は課税とみなす場合があります。

・生活保護受給者
・老齢福祉年金受給者で世帯全員が住民税非課税
・世帯全員が住民税非課税で本人の「課税年金収入額」と「合計所得金額」の合
計額が８２.６５万円以下

本人の「課税年金収入額」と「合計所得金額」の合計額が８2.６５万円超
１２０万円以下

本人の「課税年金収入額」と「合計所得金額」の合計額が１２０万円超

本人の「課税年金収入額」と「合計所得金額」の合計額が８2.６５万円以下

本人の「課税年金収入額」と「合計所得金額」の合計額が８2.６５万円超

本人の「合計所得金額」が８０万円未満

本人の「合計所得金額」が８０万円以上１２５万円未満

本人の「合計所得金額」が１２５万円以上２００万円未満

本人の「合計所得金額」が２００万円以上２５０万円未満

本人の「合計所得金額」が２５０万円以上３５０万円未満

本人の「合計所得金額」が３５０万円以上５００万円未満

基準額×２.１０ １５９,０００円第１２段階 本人の「合計所得金額」が５００万円以上６００万円未満

基準額×２.３０ １７４,１００円第１３段階 本人の「合計所得金額」が６００万円以上８００万円未満

基準額×２.５０ １８９,２００円第１４段階 本人の「合計所得金額」が８００万円以上

●保険料は基準額をもとに決められます
　６５歳以上の人の保険料は、市町村ごとの被保険者が利用するサービスにかかる費用などから算出さ
れた「基準額」をもとに、みなさんの所得などに応じて決まります。
　保険料額は、本人と世帯員の住民税課税状況や本人の前年中の所得などに応じて、段階別に決めら
れ、長岡市の場合は１４段階に分かれています。

65歳以上の人の保険料の決まり方

世帯全員が
住民税非課税

本人が
住民税課税

本人が
住民税非課税で
世帯員が
住民税課税

÷
基準額の決まり方

サービスにかかる
費用

６５歳以上の
人数
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保険料の納め方
　６５歳になった月（６５歳の誕生日の前日がある月）から、第１号被保険者として保険料を納めます。
　保険料の納め方は受給している年金の金額などによって、年金から納める「特別徴収」と納付書や口
座振替などで納める「普通徴収」の２通りに分かれます。

40歳～64歳の人の保険料
　４０歳～６４歳の人（第２号被保険者）の保険料は、加入している医療保険の算定方式によ
り決まります。

特別徴収

年金が年額１８万円以上の人

　世帯ごとに４０歳～６４歳の人の
所得や加入者数などに応じて決ま
ります。

　介護分の保険料を医療分等と合
わせて、給与から差引きされます。
　なお、４０歳～６４歳の被扶養者
は個別に保険料を納める必要はあ
りません。

国民健康保険に加入
している人

職場の健康保険に加入
している人

次の場合、納付方法が変更になることがあります。

決まり方 納め方

普通徴収
・年金が年額１８万円未満の人
・６５歳になったばかりの人
・他市町村から転入してきたばかりの人など

●年度の途中で保険料段階が変更になった場合
●年金が中止された場合　など

口座振替の申込み方法

◇◆納付方法が変更になる人には、事前にお知らせします◆◇

●手続きするところ…金融機関の窓口
●持っていくもの…通帳、通帳届出印

　介護分の保険料を医療分等と合
わせて、国民健康保険料として世帯
主が納めます。

　健康保険組合、共済組合など、加
入している医療保険の算定方式に
基づいて決まります。

年金支払月（２か月に１度）に、年金から
納付します。
※手続きは必要ありません。

①送付される納付書により、金融機関の窓口やコンビ
ニエンスストアで納めてください。
※「PayPay」「楽天ペイ」等のスマートフォン決済ア
プリから納付も可能です。
②口座振替を希望される人は、「口座振替依頼書」を
金融機関に提出してください。

保険料の減免（軽減）制度

　以下の条件に該当した場合は、申請により保険料の減免を受けら
れる場合があります。
・災害で著しい損害を受けたときや失業などで収入が一時的に著し
く減少し、保険料の納付が困難な場合
・令和７年度住民税非課税で、７年度税制改正に伴い令和８年度も
住民税非課税となるよう給与等の就労調整を行い、条件に当ては
まる場合

　保険料段階が第２段階または第３段階で、収入金額が一定基準以
下などの条件を満たす人については、申請により保険料の特別軽減
が受けられます。

保険料を納めないでいると？
　特別な理由がなく保険料を納めない場合、サービスを利用するときに保険からの支払い
が次の点で不利になります。保険料は必ず納めてください。

【１年以上滞納した場合】

●サービス利用時の支払い方法の変更
　（償還払いへの変更）

　利用したサービス費用の全額をいったんサービス
提供事業者に支払っていただき、後日、本人の請求に
より保険給付分が支給されます。

【１年６か月以上滞納した場合】

●保険給付の一時差し止め
●差し止め額を滞納保険料に充当

　市から払い戻されるはずの保険給付分の一部また
は全部を一時的に差し止めるなどの措置がとられま
す。また、滞納が続く場合は、差し止め額を滞納保険
料に充てる場合もあります。

　納期限から一定期間を過ぎると保険料が納められ
なくなります。
　保険料の未納期間に応じて、利用者負担が引き上
げられます。高額介護サービス費等も支給されませ
ん。

【２年以上滞納した場合】

●利用者負担の引き上げ
●高額介護サービス費などの支給停止

　介護保険料の支払いが困難な人には、次のような軽減制度があります。
申請が
必要です

制　　度

介護保険料の減免

介護保険料の特別軽減
（生活困窮者軽減）

概　　要

サービスを利用していないのですが、納めた保険料は返してもらえますか。

　納付いただいた保険料は、サービスをまかなう大切な財源となっていますので、医療保険と同様に、保険
料をお返しすることはありません。
　介護保険は、助け合いの精神に基づく社会保険ですので、どうぞ御理解と御協力をお願いいたします。

&
介護保険

Q A
Q
A
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保険料の納め方
　６５歳になった月（６５歳の誕生日の前日がある月）から、第１号被保険者として保険料を納めます。
　保険料の納め方は受給している年金の金額などによって、年金から納める「特別徴収」と納付書や口
座振替などで納める「普通徴収」の２通りに分かれます。

40歳～64歳の人の保険料
　４０歳～６４歳の人（第２号被保険者）の保険料は、加入している医療保険の算定方式によ
り決まります。

特別徴収

年金が年額１８万円以上の人

　世帯ごとに４０歳～６４歳の人の
所得や加入者数などに応じて決ま
ります。

　介護分の保険料を医療分等と合
わせて、給与から差引きされます。
　なお、４０歳～６４歳の被扶養者
は個別に保険料を納める必要はあ
りません。

国民健康保険に加入
している人

職場の健康保険に加入
している人

次の場合、納付方法が変更になることがあります。

決まり方 納め方

普通徴収
・年金が年額１８万円未満の人
・６５歳になったばかりの人
・他市町村から転入してきたばかりの人など

●年度の途中で保険料段階が変更になった場合
●年金が中止された場合　など

口座振替の申込み方法

◇◆納付方法が変更になる人には、事前にお知らせします◆◇

●手続きするところ…金融機関の窓口
●持っていくもの…通帳、通帳届出印

　介護分の保険料を医療分等と合
わせて、国民健康保険料として世帯
主が納めます。

　健康保険組合、共済組合など、加
入している医療保険の算定方式に
基づいて決まります。

年金支払月（２か月に１度）に、年金から
納付します。
※手続きは必要ありません。

①送付される納付書により、金融機関の窓口やコンビ
ニエンスストアで納めてください。
※「PayPay」「楽天ペイ」等のスマートフォン決済ア
プリから納付も可能です。
②口座振替を希望される人は、「口座振替依頼書」を
金融機関に提出してください。

保険料の減免（軽減）制度

　以下の条件に該当した場合は、申請により保険料の減免を受けら
れる場合があります。
・災害で著しい損害を受けたときや失業などで収入が一時的に著し
く減少し、保険料の納付が困難な場合
・令和７年度住民税非課税で、７年度税制改正に伴い令和８年度も
住民税非課税となるよう給与等の就労調整を行い、条件に当ては
まる場合

　保険料段階が第２段階または第３段階で、収入金額が一定基準以
下などの条件を満たす人については、申請により保険料の特別軽減
が受けられます。

保険料を納めないでいると？
　特別な理由がなく保険料を納めない場合、サービスを利用するときに保険からの支払い
が次の点で不利になります。保険料は必ず納めてください。

【１年以上滞納した場合】

●サービス利用時の支払い方法の変更
　（償還払いへの変更）

　利用したサービス費用の全額をいったんサービス
提供事業者に支払っていただき、後日、本人の請求に
より保険給付分が支給されます。

【１年６か月以上滞納した場合】

●保険給付の一時差し止め
●差し止め額を滞納保険料に充当

　市から払い戻されるはずの保険給付分の一部また
は全部を一時的に差し止めるなどの措置がとられま
す。また、滞納が続く場合は、差し止め額を滞納保険
料に充てる場合もあります。

　納期限から一定期間を過ぎると保険料が納められ
なくなります。
　保険料の未納期間に応じて、利用者負担が引き上
げられます。高額介護サービス費等も支給されませ
ん。

【２年以上滞納した場合】

●利用者負担の引き上げ
●高額介護サービス費などの支給停止

　介護保険料の支払いが困難な人には、次のような軽減制度があります。
申請が
必要です

制　　度

介護保険料の減免

介護保険料の特別軽減
（生活困窮者軽減）

概　　要

サービスを利用していないのですが、納めた保険料は返してもらえますか。

　納付いただいた保険料は、サービスをまかなう大切な財源となっていますので、医療保険と同様に、保険
料をお返しすることはありません。
　介護保険は、助け合いの精神に基づく社会保険ですので、どうぞ御理解と御協力をお願いいたします。
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保険料の納め方
　６５歳になった月（６５歳の誕生日の前日がある月）から、第１号被保険者として保険料を納めます。
　保険料の納め方は受給している年金の金額などによって、年金から納める「特別徴収」と納付書や口
座振替などで納める「普通徴収」の２通りに分かれます。

40歳～64歳の人の保険料
　４０歳～６４歳の人（第２号被保険者）の保険料は、加入している医療保険の算定方式によ
り決まります。

特別徴収

年金が年額１８万円以上の人

　世帯ごとに４０歳～６４歳の人の
所得や加入者数などに応じて決ま
ります。

　介護分の保険料を医療分等と合
わせて、給与から差引きされます。
　なお、４０歳～６４歳の被扶養者
は個別に保険料を納める必要はあ
りません。

国民健康保険に加入
している人

職場の健康保険に加入
している人

次の場合、納付方法が変更になることがあります。

決まり方 納め方

普通徴収
・年金が年額１８万円未満の人
・６５歳になったばかりの人
・他市町村から転入してきたばかりの人など

●年度の途中で保険料段階が変更になった場合
●年金が中止された場合　など

口座振替の申込み方法

◇◆納付方法が変更になる人には、事前にお知らせします◆◇

●手続きするところ…金融機関の窓口
●持っていくもの…通帳、通帳届出印

　介護分の保険料を医療分等と合
わせて、国民健康保険料として世帯
主が納めます。

　健康保険組合、共済組合など、加
入している医療保険の算定方式に
基づいて決まります。

年金支払月（２か月に１度）に、年金から
納付します。
※手続きは必要ありません。

①送付される納付書により、金融機関の窓口やコンビ
ニエンスストアで納めてください。
※「PayPay」「楽天ペイ」等のスマートフォン決済ア
プリから納付も可能です。
②口座振替を希望される人は、「口座振替依頼書」を
金融機関に提出してください。

保険料の減免（軽減）制度

　以下の条件に該当した場合は、申請により保険料の減免を受けら
れる場合があります。
・災害で著しい損害を受けたときや失業などで収入が一時的に著し
く減少し、保険料の納付が困難な場合
・令和７年度住民税非課税で、７年度税制改正に伴い令和８年度も
住民税非課税となるよう給与等の就労調整を行い、条件に当ては
まる場合

　保険料段階が第２段階または第３段階で、収入金額が一定基準以
下などの条件を満たす人については、申請により保険料の特別軽減
が受けられます。

保険料を納めないでいると？
　特別な理由がなく保険料を納めない場合、サービスを利用するときに保険からの支払い
が次の点で不利になります。保険料は必ず納めてください。

【１年以上滞納した場合】

●サービス利用時の支払い方法の変更
　（償還払いへの変更）

　利用したサービス費用の全額をいったんサービス
提供事業者に支払っていただき、後日、本人の請求に
より保険給付分が支給されます。

【１年６か月以上滞納した場合】

●保険給付の一時差し止め
●差し止め額を滞納保険料に充当

　市から払い戻されるはずの保険給付分の一部また
は全部を一時的に差し止めるなどの措置がとられま
す。また、滞納が続く場合は、差し止め額を滞納保険
料に充てる場合もあります。

　納期限から一定期間を過ぎると保険料が納められ
なくなります。
　保険料の未納期間に応じて、利用者負担が引き上
げられます。高額介護サービス費等も支給されませ
ん。

【２年以上滞納した場合】

●利用者負担の引き上げ
●高額介護サービス費などの支給停止

　介護保険料の支払いが困難な人には、次のような軽減制度があります。
申請が
必要です

制　　度

介護保険料の減免

介護保険料の特別軽減
（生活困窮者軽減）

概　　要

サービスを利用していないのですが、納めた保険料は返してもらえますか。

　納付いただいた保険料は、サービスをまかなう大切な財源となっていますので、医療保険と同様に、保険
料をお返しすることはありません。
　介護保険は、助け合いの精神に基づく社会保険ですので、どうぞ御理解と御協力をお願いいたします。
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